
第１節 大分県環境基本条例

身近なごみ問題から地球規模の環境破壊に至る
まで環境問題が複雑・多様化するなか、そうした
諸問題に適切に対処し、健全で恵み豊かな本県の
自然環境を将来の世代に引き継ぐとともに、快適
な生活環境を創造するための基本的枠組みの構築
が要請されたことから、県では平成１１年９月に「大
分県環境基本条例」を制定した。
本条例は、「環境からの恵沢の享受と将来世代

への継承」、「環境負荷の少ない持続的発展が可
能な社会の構築」、「地球環境の保全」の３つを

その基本理念に定め、今後取り組むべき施策とし
て環境基本計画の策定や、環境影響評価の推進、
環境教育・学習等の振興、民間団体等の自発的な
環境保全活動の促進、環境管理（ＩＳＯ１４００１等）
の普及等を挙げている。
この基本条例の理念は「大分県環境影響評価条
例（平成１１年９月施行）」及び「大分県生活環境の
保全等に関する条例（平成１２年１２月施行）」に具体
化され、これらの条例に基づき環境保全対策に取
り組んできたところである。

第２節 「大分県環境基本計画」に関する取組

県では、大分県環境基本条例の規定に基づき、
各般の環境保全施策を総合的かつ計画的に推進す
るための基本計画として「大分県環境基本計画（豊
の国エコプラン）」を平成１０年３月に策定した。
この計画は、本県の環境特性や県民の意識等を

踏まえて策定したものであり、本県の目指すべき
望ましい環境像や長期的目標、施策の推進、その
他の環境の保全に関する基本的事項を定めるとと
もに、県民、事業者及び行政のそれぞれが果たす
べき役割などを盛り込んだものとなっている。
この計画の長期的目標である「自然環境の保

全」と「快適環境の創造」の達成に向けて推進す
る施策の基本的な目標は、①豊かな自然との共生
と快適な地域環境の創造、②循環を基調とする地

域社会の構築、③すべての主体が参加する地域社
会の形成、④地球環境問題への取組の推進である。
これらの基本目標ごとにそれぞれの施策を展開し、
これと併せて、環境影響評価の実施等環境保全の
ための共通的基盤的施策の推進を図っている。
しかし、①平成１５年９月から県民総参加のもと

での「ごみゼロおおいた作戦」の展開による新た
な視点からの環境へのアプローチの必要性、②県
政運営の長期的・総合的な指針である「大分県新
長期総合計画」の策定が行われること、③現在の
計画策定から６年余りの経過による環境を取り巻
く情勢の変化等を背景にして、平成１７年９月を目
途に新たな計画の策定に取り組んでいる。

第３節 大分県環境影響評価条例

県では、「環境影響評価法」（平成１１年施行）の
内容も踏まえ環境影響評価の手続等の充実を図り、
より一層環境配慮が行われるようにするため、「大
分県環境影響評価条例」（平成１１年施行）を制定し
ている。
なお、条例に基づく環境影響評価の対象事業は、

表１－２－３のとおりである。
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第４節 大分県生活環境の保全等に関する条例

工場に対する公害防止の規制基準等を定めた
「大分県公害防止条例」が、昭和４６年１０月の制定
から約３０年経過し、この間に環境問題は大きく変
化し、新たな対応を求められるようになった。こ
のため、「大分県環境基本条例」の基本理念を踏
まえて、公害防止条例を全面的に改正した、「大
分県生活環境の保全等に関する条例」を制定し、
平成１２年１２月から施行された。
本条例は、これまでの公害の防止に加え、広く

県民や事業者の参加により、環境に配慮した取組
や地球環境の保全を進めていくこととしており、
「化学物質の適正な管理」や「土砂等の埋立て等
に関する規制」などに加えて、アイドリング・ス
トップを始めとする「自動車の使用に伴う環境負
荷の低減」や「オゾン層破壊物質の回収」等の規
定が新たに定められており、今後は、この条例の
適正な運用により環境保全対策を推進していくこ
ととしている。
条例の概要については図１－２－４のとおりで

ある。

事業の種類等 第１種対象事業 第２種対象事業
１ 県道、市町村道の建設 ４車線７．５㎞以上 －
２ 廃棄物処理施設

ごみ焼却施設の建設
２００ｔ／日以上 －

し尿処理施設の建設 １００�／日以上 －
廃棄物最終処分場の建設 ２５ha以上 ５ha以上２５ha未満

３ 工場等の建設
排ガス量１０万Ｎ�／時間以上
排出水量１万�／日以上 －

４ 公有水面の埋立て又は干拓 ４０ha以上 ２０ha以上４０ha未満
５ 流通業務団地造成事業 ７５ha以上 ３０ha以上７５ha未満
６ 住宅用地造成事業 ７５ha以上 ３０ha以上７５ha未満
７ 工場用地造成事業 ７５ha以上 ３０ha以上７５ha未満
８ 運動又はレクリエーション施設用地造成事業 ７５ha以上 ３０ha以上７５ha未満
９ ゴルフ場用地造成事業 ５０ha以上 １０ha以上５０ha未満
１０ その他の土地開発事業 ７５ha以上 ３０ha以上７５ha未満
１１ 規則で定める事業 － －

港湾計画 埋立て・掘込み面積１５０ha以上

表１－２－３ 条例に基づく環境影響評価の対象事業

第１種対象事業：大規模な事業であって、環境影響評価実施計画書や環境影響評価準備書について公告・
縦覧や県民等からの意見書の提出などのいわゆる「住民手続」を行うもの。

第２種対象事業：第１種対象事業よりも小規模な事業であって、「住民手続」を行わないもの。
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第５節 美しく快適な大分県づくり条例

１ 条例制定の背景

美しい自然と快適な環境を守り、全国に誇れ
る大分県づくりに県民総参加で取り組む「ごみ
ゼロおおいた作戦」を開始したところ、県民が
ボランティアで清掃活動に取り組むなどの動き
が県下各地で見られるようになった一方で、ご
みのポイ捨てや自動車・自転車の放置など一部
県民のモラル低下に起因する環境問題に有効に
対処できる新条例の制定を求める声が多く寄せ
られることとなった。
こうした状況を踏まえ、県民や事業者が自発

的に環境美化活動を推進する機運を醸成し、ご
みゼロおおいた作戦を県民運動に高めるととも
に、ごみのポイ捨て等に対応するためにごみゼ
ロおおいた作戦を展開するうえでの総合的・基
本的な条例を制定することとした。

２ 条例の基本的性格

この条例は、ごみのない美しく快適な大分県
づくりを県民総参加で推進するため、一義的に
は市町村の事務であるごみの処理等について、
県として広域的・全県的に規定している。同時
に、県のみならず、市町村・県民・事業者の責
務として各主体が率先して美しく快適な大分県
づくりに取り組むよう規定するとともに、それ
らの取組を推奨するための顕彰の実施や「環境
美化の日」の設定を盛り込んでいる。
また、県民意識調査や県民会議の意見、パブ
リックコメントなどをとおして寄せられた様々
な県民の声を条例に反映するとともに、実効性
を確保するために罰則（過料）を設けている。
ただし、市町村条例によりこの条例の目的の
全部又は一部が達成することができると認めら
れる場合には、その市町村の区域においてはこ
の条例を適用しない旨の調整条項を設けている。
平成１７年２月１日現在の調整状況は表１－２－
５－２のとおりである。

公害規制の充実
■事業所等に対する公害規制
（規制基準、設置等届出、改善命令、非常時等の措置）

●地下水の水質浄化に関する措置
（浄化対策計画作成義務、改善勧告・命令）

●建設物の解体に伴う石綿の飛散防止
（作業基準、粉じん飛散防止）

都市・生活型公害対策の推進
●アイドリング・ストップの推進
（自動車停車時の原動機の停止義務）
（駐車場などの管理者の責務、管理者への勧告）

●生活排水による水質汚濁防止
（県民・行政の生活排水対策取組の責務）

■拡声機・深夜営業騒音の規制
（使用基準、規制地域、使用停止勧告・命令）

化学物質の適正管理の推進
●化学物質の適正管理対策
（事業者の適正管理の責務、指導助言・勧告・公表）

廃棄物対策の推進
●廃棄物の減量・適正処理・資源の有効利用
（廃棄物の減量等に関する県・事業者・県民の責務）

●土砂等の埋立などに関する規制
（安全基準、規制地域、撤去・改善命令）

●燃焼不適物の燃焼行為の制限
（施設基準、規制地域、中止・改善命令）

地球環境保全対策等の推進
●オゾン層破壊物質の回収等の推進
（特定機器の使用者に対するフロンの回収・破壊処
理の努力規定、指導・勧告）

●事業者による自主的な環境管理の推進
（組織体制の整備、環境管理の導入）

その他の規定
■中小企業者に対する助成 ■環境保全協定の締結
■立入検査、報告徴収 ■県等の責務 等

図１－２－４ 大分県生活環境の保全等に関する条例の概要

●：新規項目■：公害防止条例の規定を見直し
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３ 条例で規定する主な項目

条例で禁止される行為は①ごみの投棄、②ピ
ンクちらしの掲示、③自動車・自転車の放置、
④落書き、⑤サーチライト等の投光器を上空に
向かって照射、⑥動物のふん等の放置で、これ
らのうち①から⑤については５万円以下の過料
を科すこととしている。

また、携帯灰皿等を所持しない場合の歩行喫
煙の禁止、自動販売機設置事業者の回収容器の
設置と適正管理、観光に関する事業者の観光客
への啓発、日常生活に伴って発生する悪臭や振
動等によって周辺の生活環境を損なわないよう
配慮することといった努力義務を盛り込んでい
る。

市町村名 ごみの
投棄

ピンクち
らしの掲
示等

自動車の
放置

自転車の
放置 落書き 投光器の

使用 市町村名 ごみの
投棄

ピンクち
らしの掲
示等

自動車の
放置

自転車の
放置 落書き 投光器の

使用

大 分 市 ● ● ● ● ○ ○ 直 川 村 ○ ○ ○ ○ ○ ○

別 府 市 ● ○ ○ ● ○ ○ 鶴 見 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

中 津 市 ● ○ ○ ● ○ ○ 米 水 津 村 ● ○ ○ ○ ○ ○

日 田 市 ● ○ ● ● ○ ○ 蒲 江 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

佐 伯 市 ● ○ ○ ● ○ ○ 三 重 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

臼 杵 市 ● ○ ○ ● ○ ○ 清 川 村 ● ○ ○ ○ ○ ○

津 久 見 市 ● ○ ○ ● ○ ○ 緒 方 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

竹 田 市 ● ○ ○ ○ ○ ○ 朝 地 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

豊後高田市 ● ○ ○ ○ ○ ○ 大 野 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

杵 築 市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 千 歳 村 ● ○ ○ ○ ○ ○

宇 佐 市 ● ○ ○ ● ○ ○ 犬 飼 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

大 田 村 ● ○ ○ ○ ○ ○ 荻 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

真 玉 町 ● ○ ○ ○ ○ ○ 久 住 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

香 々 地 町 ● ○ ○ ○ ○ ○ 直 入 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

国 見 町 ● ○ ○ ○ ○ ○ 九 重 町 ● ● ○ ○ ○ ○

姫 島 村 ● ○ ○ ○ ○ ○ 玖 珠 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

国 東 町 ● ○ ○ ○ ○ ○ 前 津 江 村 ● ○ ○ ○ ○ ○

武 蔵 町 ● ○ ○ ○ ○ ○ 中 津 江 村 ● ○ ○ ○ ○ ○

安 岐 町 ● ○ ○ ○ ○ ○ 上 津 江 村 ● ○ ○ ○ ○ ○

日 出 町 ● ○ ○ ○ ○ ○ 大 山 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

山 香 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 天 瀬 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

挾 間 町 ● ○ ● ○ ○ ○ 三 光 村 ● ○ ● ● ○ ○

庄 内 町 ● ○ ○ ○ ○ ○ 本耶馬渓町 ● ○ ● ● ○ ○

湯 布 院 町 ● ○ ● ○ ○ ○ 耶 馬 渓 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

上 浦 町 ● ○ ○ ○ ○ ○ 山 国 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

弥 生 町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 院 内 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

本 匠 村 ● ○ ○ ○ ○ ○ 安 心 院 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

宇 目 町 ● ○ ○ ○ ○ ○

表１－２－５－２ 「美しく快適な大分県づくり条例」適用関係 （平成１７年２月１日現在）
（○…県条例適用 ●…市町村条例適用）

※上表は、「美しく快適な大分県づくり条例」で過料処分の対象としているものについて整理したものです。
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第６節 ＩＳＯ１４００１環境マネジメントシステムの推進

平成１１年１月にＩＳＯ１４００１の認証を取得した
本県の環境マネジメントシステムは、平成１４年か
ら平成１６年を最終年とする第２期目に入り、１０７
の環境目標を定めて取組を推進している。（第１

期目平成１１年～１３年、９３環境目標）
２年目である平成１５年度の取組結果は、１０７目
標のうち達成９７目標、未達成１０目標となった。
主な環境目標の達成状況は次のとおりである。

本県の環境マネジメントシステムの中では、県
も一事業者として日常業務の中での節電や紙ごみ
等の廃棄物の削減など「エコオフィス活動」を取
組目標に掲げ、環境にやさしいオフィスづくりを
目指して取り組んでいる。

環境基本計画の
基本目標

環 境 目 標 達 成 状 況 担当部局

� 豊かな自然との
共生と快適な地
域環境の創造
（４０項目）

①公共工事において発生するアスファルト廃
材、コンクリート廃材の再生利用率（９２％）

アスファルト ９９．９％
コンクリート ９９．８％

土木建築部
ほか

②地域の景観と調和した商店街づくりのため
の施設整備を２市町村で実施する。

２市工事完了。
（豊後高田市、臼杵市）

商工労働観
光部

③森林施業体験等の参加者を４００人にする。 １，４７８人参加
（中津江村外５市町）

林業水産部

� 循環を基調とす
る地域社会の構
築
（２７項目）

①公共下水道等の整備
（処理可能人口４５７，０００人）

処理可能人口
４５７，８７０人

土木建築部
ほか

②不燃ごみの分別回収を徹底するとともに、
リサイクル体制を確立する。

蛍光管６２５�をリサイクル
１５，２７０�の不燃物を分別回収

総務部ほか

③農業用廃プラスティックの再利用
（リサイクル率５３％）

リサイクル率５６％ 農政部

� 全ての主体が参
加する地域社会
の形成
（１５項目）

①母親クラブによる環境づくり活動の促進
（６０クラブ）

６４クラブ 福祉保健部

②職員向け環境情報誌「ＥＣＯ ＯＩＴＡ」
を４回発行する。

４回発行（第２１～２４号） 生活環境部

③ＩＳＯ１４００１認証取得のためのアドバイザ
ーを中小企業へ延べ８回派遣

延べ１９回派遣 商工労働観
光部

� 地球環境問題へ
の取組の推進
（２５項目）

①執務室電気使用量を平成１２年度以下にする。
（平成１２年度：３，００８，１３４kwh）

平成１５年度 ２，８２５，７８１kwh
△１８２，３５３kwh

土木建築部
ほか

②庁舎における都市ガスの使用量を平成１２年
度以下にする。（平成１２年度：５８７，８２９�）

平成１５年度 ５４８，８３９�
△３８，９９０�

土木建築部
ほか

③庁舎における水道の使用量を平成１２年度以
下にする。（平成１２年度：２８，２０８�）

平成１５年度 ２５，７５５�
△２，４５３�

土木建築部
ほか

平成１５年度の主要な環境目標の達成状況

環境行政の推進体制
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第７節 県における環境行政の推進体制

１ 行政組織

本県の環境行政組織は、昭和３０年代後半以降、
公害問題が全国的な拡がりを見せる中、昭和４０年
４月に企画部企画第一課に公害係が設置されたこ
とに端を発する。その後、公害事象の複雑化、広
域化により、企画部公害室、公害局の設置等、数
次にわたる組織改正を経て、昭和４８年４月に公害
の防止、自然環境の保全及び廃棄物の処理に関す
る行政組織を一元化するためとして環境保健部が
置かれ、環境保全行政の総合的な推進を図ること
となった。さらに、平成９年４月の組織改正にお
いて、環境保健部の環境部門と福祉生活部の県民
生活部門を統合して、生活環境部が誕生したとこ
ろである。
一方、公害防止等に関する試験研究機関として

衛生環境研究センター（昭和４６年５月に公害セン
ターとして発足。平成３年５月に現名称に改称。）
を置いているが、後は同センターのさらなる機能
拡充を図るとともに、各地域における公害対策を
推進するため保健所に公害担当職員を配置し、小
規模事業場の排水指導や公害苦情の処理等の事務
を委任するなど地域に密着した環境行政の推進体
制の整備を図っている。
なお、平成１６年４月の組織改正により、魅力あ

る地域づくり・観光施策と自然保護温泉施策を一
体的に推進するため、自然保護温泉関連業務を生
活環境部から企画振興部（観光・地域振興局）へ

移管するとともに、全庁的に組織・機構の見直し
を行ったところである。
平成１６年４月現在の本県の環境保全行政組織図
は図１－２－７－１のとおりである。

２ 附属機関

環境保全に関する基本的事項を調査審議するた
めの附属機関として大分県環境審議会（昭和４１年
６月に設置された大分県公害対策審議会を平成６
年８月に改称。）をはじめとする各種の審議会を設
置している。これらの審議会の組織及び調査審議
状況は図１－２－７－２のとおりである。（各種
審議会の委員の名簿については、資料編２各種審
議会委員等名簿参照。）

取 組 対 象
削 減 数 量 節 減 金 額

Ｈ１５年度単年分 Ｈ１３～１５年累積分 Ｈ１５年度単年分 Ｈ１３～１５年累積分
執務室内電気使用量 １８２，３５３kwh ４８３，５７６kwh １，８２３，５３０円 ５，０９６，３９６円
ガス使用量 ３８，９９０kwh ７１，８５９kwh ８９６，７７０円 １，６３９，９８１円
水道使用量 ２，４５３kwh ５，３３０kwh １，２２６，５００円 ２，６６５，０００円
可燃ごみ排出量 ６７．４ｔ １７３ｔ ９２０，０１０円 ２，１８１，７９５円
複写用紙使用量 ７，６７２，３５０枚 ２０，５４４，５００枚 ６，０７９，７２３円 １３，４７０，８２４円

節減金額合計 １０，９４６，５３３円 ２５，０５３，９９６円

取 組 対 象
回 収 量 リサイクル可能量等

（Ｈ１３～１５年累積分）Ｈ１５年度単年分 Ｈ１３～１５年累積分
割り箸回収量 ２３４．３� ７９６．８� Ａ４のコピー用紙を約６６，４００枚製造可能

再生複写用紙の利用量 ３３，６７２千枚 １０３，３９８千枚
上質紙を同量利用した場合と比較して、
高さ８�、直径１４�の木について、約
１１，４８８本を伐採せずに済んだ換算

節減金額の積算対象となるもの （対Ｈ１２年比）

リサイクル可能量等の積算対象となるもの （対Ｈ１２年比）

環境行政の推進体制
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図１－２－７－１ 県の環境保全行政組織（平成１６年４月現在）
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名 称
根 拠 法 令
（設置年月日）

所 掌 事 務 組 織 １５年度の開催状況

大分県環境
審 議 会

環境基本法第４３条
水質汚濁防止法
第２１条第１項
大分県環境審議会
条例
（６．８．１）

知事の諮問に応じ、
環境の保全委員に関
する基本的事項につ
いて、調査審議し意
見を述べること

委 員 ２４人
特別委員 ６人

１５．８．７
�公害防止協定の改正について

１６．２．４
�美しく快適な大分県づくり条例案（骨
子）について

１６．３．５
�公共用水域及び地下水の水質測定計画
�公害防止協定の改正について

大分県自然
環 境 保 全
審 議 会

自然環境保全法第
５１条
大分県自然環境保
全審議会条例
（４８．７．１２）

知事の諮問に応じ、
自然環境の保全に関
する重要事項につい
て調査審議し意見を
述べること

委 員 ４１人
自然環境保全部会 １２人
鳥獣部会 １１人
自然公園部会 １１人
環境緑化部会 １０人
温泉部会 １２人

総会 １５．１２．１７
�各部会の現況及び今後の方針について

部会 １５．９．２４
�第９次鳥獣保護事業計画の変更

部会 １５．６．２５
１５．９．１０
１５．１２．１７
１６．３．２３

�温泉新規掘削許可申請について

�温泉代替掘削許可申請について

�動力装置許可申請について

大分県沿道
景 観 保 全
審 議 会

大分県沿道の景観
保全等に関する条
例第１６条
（６３．３．３０）

知事の諮問に応じ、
地区の指定基本計画
等の重要事項につい
て調査審議し意見を
述べること。

委 員 １０人 １６．１．１６
�現地視察ほか

１６．２．２７
�中津・天瀬間沿道環境美化地区指定

（案）及び沿道環境美化基本計画（案）

について

�宇目・犬飼間沿道環境美化地区の区域

の拡張（案）及び沿道環境美化基本計

画（案）について

�大分・久住間沿道環境美化地区の区域

の拡張（案）及び沿道環境美化基本計

画（案）について

表１－２－７－２ 環境保全関係審議会の組織及び調査審議状況の概要（平成１６年４月１日）
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